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■総説

ワーク・ライフ・インテグレーションに関する
研究の現状と課題

矢澤　美香子
武蔵野大学人間科学部

１．人生 100年時代から考えるキャリア観
2017 年、日本人の平均寿命は、男性は 81.09 歳、女性は 87.26 歳でいずれも過去最高を更新して

いる（厚生労働省、2018）。また、近年は、介護などを受けずに自立した生活ができる期間として
健康寿命が注目されている。日本の健康寿命は、男女平均が 74.8 歳となっており、1 位のシンガポー
ル（76.2 歳）に次ぐ 2 位となっている（WHO、2018）。近い将来、日本は人生 100 年時代を迎える
とも推測されており、厚生労働省は 2017 年に「人生 100 年時代構想会議」を設置し、経済・社会
システムを実現するための政策のグランドデザインに係る検討を始めている。個人にとっても、
寿命の延びとともに、働き方、生き方の選択肢が広がっていく状況の中で、新たなライフスタイ
ルを模索し、自律的なキャリア形成の必要性が一層高まっていくといえるだろう。また、急速に
少子高齢化が進み、総人口も減少の一途をたどるわが国において、労働力をいかに確保していく
かは喫緊の課題であり、特に一層の労働参加が期待されているのは、高齢者と女性である。

日本の高齢者における就業意欲は、国際的にみても高い水準にある。近年、定年を引き上げる
企業も増加しており、一律定年制を定めている企業のうち 65 歳以上を定年年齢としている企業の
割合は 2017 年では 17.8％であった。この数値は、2005 年の 6.2% に比べおよそ 3 倍となっている（厚
生労働省、2017）。高齢者の就業理由に関する調査では、生活に必要な収入を得るためという「経
済上の理由」が最も高く、「経済的動機」が就業意欲を高めている最大の要因となっている。一方で、
社会参加に対する意欲、就業を生き甲斐とする志向なども見られ、そうした意識を持つ者の割合
は、年齢層とともに高まっていくことや女性の方が男性より高いことが示されている（厚生労働省、
2016）。すなわち、健康寿命の伸びとともに、高齢者における就労意識の多様性は増しているとい
える。

また、わが国の女性の労働力の割合は、結婚・出産・育児期に当たる 30 ～ 40 歳代の部分が明
らかに落ち込む「M 字カーブ」が長らく特徴的であった。しかし、近年はこの傾向が薄れており、
欧米の示すような台形に近づいている。女性の就業率については、1986 年と 2016 年を比較すると、
25 ～ 29 歳では 51.9％から 78.2％に、30 ～ 34 歳では 48.4％から 70.3％に上昇している（内閣府男
女共同参画局、2017）。こうした変化の背景には、結婚・出産を経ても就業を継続する女性の増加
や未婚化などの要因があると考えられる。共働き世帯数も 1997 年以降、専業主婦世帯数を上回っ
て増加を続け、2017 年には専業主婦世帯が 641 世帯、共働き世帯は 1188 世帯と 2 倍近くとなって
いる。また、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方（性別役割分担意識）に
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反対する者の割合も長期的に増加傾向にある（内閣府、2017）。ただし、実際の共働き世帯（6 歳
未満の子供がいる世帯を対象）における週あたりの平均家事関連時間は、過去 20 年間で夫側は緩
やかに上昇しているものの、妻側が男性のおよそ 6 倍となっている（総務省統計局、2017）。これ
らのことから、仕事と家庭の両立の間にはいまだ性差があることがうかがえるが、女性の就労を
めぐる社会的な意識や体制の変化は急速に進んでいるといえよう。

さらに、近年の高度化、複雑化する社会の中では、習得した知識やスキルは陳腐化しやすいも
のとなる。したがって、専門性の向上や新たなスキルの習得するための「学び直し」の必要性も
今後一層高まっていくことが予想される。国の施策としても、リカレント教育の拡充が重要課題
となっている（文部科学省、2018）。実際、社会人の約半数が大学等の高等教育機関での学び直し
に関心を持っていることが報告されている（内閣府、2016）。しかしながら、25 〜 64 歳のうち大
学等の機関教育を受けている者の割合について、OECD に加盟する諸外国の平均が 10.9% である
のに対し、日本は 2.4%％と極めて低い（OECD、2017）。この背景にある社会人の学び直しの障壁
要因として、経済的負担や労働環境上の融通のきかなさ、社会的な理解の低さなどがあると推測
され（文部科学省、2015）、改革が求められる。

こうした動向を踏まえると、今後考えられる傾向の 1 つには、年齢や性別による人生役割、生
活領域の差や境界の希釈が挙げられるのではないだろうか。一律的な年齢による退職制度から、
定年延長や選択定年制の導入が進むことで、退職や雇用形態の転換、新たなセカンドキャリアへ
の準備、学び直しなど、より早期からさまざまなキャリアの展開を意識した働き方、生き方を考
えることになるだろう。また、結婚、出産、育児、介護などのライフイベントも、従来のような
離職に直結するものではなくなりつつある。性別や夫婦、親といった人生役割に固定化されるの
ではなく、個人と個人が協働することにより、柔軟な働き方、生活の仕方を見出し、ライフイベ
ントもキャリアのさらなる発展につながる転機として捉える視点が重要になっていくと考えられ
る。そして、人生 100 年時代を見据える中で、これまで通りの「教育」→「就職・就労」→「退
職」という直線的な流れによる 3 ステージから、人生を通して「教育」「就労」「退職・再就職」
という移行期を幾度も経験するマルチステージへと生き方が変化していくことが予測されている

（Gratton & Scott、2016）。よって、キャリア観についても、従来の一方向的、画一的な捉え方から、
複数のキャリアを円環的、重複的に発展させていくような捉え方へとシフトチェンジすることが
求められていくといえよう。

2．ワーク・ライフ・バランスの現状と課題
どのように働き、生きるか、という問いをめぐる中で、昨今注目を集めているのが、「ワーク・

ライフ・バランス（Work Life Balance：WLB）」、すなわち、仕事と生活の調和である。これは「ワー
ク（仕事）」と「ライフ（私生活）」の間につり合いが保たれた状態のことをいう。例えば、内閣
府男女共同参画局（2007b）は、WLB を「老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の
自己啓発など、様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態」と定義している。
また、WLB が実現された社会とは、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕
事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人
生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」であるとしている。しかしながら、
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内閣府男女共同参画局（2012）の調査によると、WLB が実現された社会、すなわち「就労による
経済的自立が可能な社会」「健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会」「多様な働き方・
生き方が選択できる社会」という 3 つの社会について、良い変化が実感されているとは言い難い。
男女ともに希望は「仕事」と「家庭生活」をともに優先するなど、複数の活動をバランスよく行
いたいとする人の割合が高いものの、現実的には、男性では「仕事」優先、女性では「家庭生活」
優先がそれぞれ最多であるなど、単一の活動を優先している人の割合が高いことが示されている。
したがって、いまだ多くの者において、希望と現実の間には差があり、WLB の実現の難しさがう
かがえる。

また個人は、仕事領域では「労働者」、家庭領域では「夫」「妻」あるいは「親」、学び領域では
「学生」のように、それぞれの生活領域では各々の人生役割を持っているが、それらの間での役割
葛藤がネガティブな影響をもたらすことが明らかになっている。例えば、仕事－家庭間の葛藤は、
双方の満足感を低減させること（Kossek & Ozeki, 1998）や、仕事－学び間の葛藤は、講義への参
加や準備、仕事量と負の関連をもつこと（Markel & Frone, 1998）などが示されている。このよう
な役割間の関係性を捉える概念に「一方の役割における状況や経験が他方の役割における状況や
経験にも影響を及ぼす」と定義されるスピルオーバーがあり、代表的な仮説に欠乏仮説と増大仮
説がある。欠乏仮説（Goode, 1960）は、人間の時間とエネルギーには限りがあるため、従事する
役割の数が増えることによってストレスがもたらされるというネガティブな見方を示している。
一方、増大仮説（Sieber, 1974）は、個人のエネルギーを拡張可能なものとして捉えて、複数の役
割に従事することによって、肯定的な心理的影響がもたらされるというポジティブな見方を示す
ものである。スピルオーバーがポジティブ、ネガティブ双方の影響性を持つことを前提として、
島田・島津（2012）は、ワーク・ライフ・バランスとアウトカムとの関連について、複数のメタ
分析の結果を次の 2 つの点からまとめている。1 つは、「仕事（量的負担、情緒的負担など）から
家庭」および「家庭（量的負担、情緒的負担など）から仕事」へのネガティブ・スピル・オーバーが、
健康（身体的・精神的）や満足感（仕事、家庭）、パフォーマンスなどのアウトカムに悪影響を及
ぼすということである。もう 1 つは、「仕事（職場での裁量権やサポートなど）から家庭」および

「家庭（家庭での裁量権やサポートなど）から仕事」へのポジティブ・スピルオーバーがそれぞれ
のアウトカムに良い影響を及ぼすということである。ポジティブ要因に着目した近似概念には、
エンリッチメント（enrichment）があり、ある役割における経験が別の役割における経験の質を
高めること（Greenhaus ＆ Powell, 2006）をいう。エンリッチメントには、仕事から家庭生活へのワー
ク・ファミリー・エンリッチメント（WFE）と家庭生活から仕事へのファミリー・ワーク・エンリッ
チメント（FWE）の 2 つの方向性が想定されている。

これまでの役割間葛藤やスピルオーバー、エンリッチメントなどに関する研究では、仕事と家
庭との間の関連性に着目したものが中心となっている。しかし、今後、個人の生活は一層多様化
すると考えられ、仕事、家庭以外のさまざまな生活領域、人生役割を組み込んで考えていく必要
があるといえる。内閣府男女共同参画局（2007a）は WLB の個人の実現度指標として、「仕事・働
き方」「家庭生活」「地域・社会活動」「学習や趣味・娯楽等」「健康・休養」の 5 分野をあげているが、
個人の生活や活動領域は、さらに細分化、複雑化していくことも考えられるだろう。そして、急
速な情報技術の進歩とともに、就業形態、ライフスタイル、コミュニティも著しく発展していく
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中で、各分野の活動や役割の比重は、流動的、重複的なものになっていくと推測される。例えば、
在宅勤務など多様で柔軟な働き方が推進されていくことにより、自宅で働きながら家事や育児を
し、空き時間にはe -ラーニングを利用して学習するといった生活も可能となる。すなわち、「労働者」

「母親」「学生」といった複数の役割を同じ生活領域で重複的、同時並行的に担う日常が増加して
いくと予測される。また近年は、「治療と仕事の両立」も重要課題とされている。がん治療や不妊
治療など、さまざまな病気や困難を抱えつつも、テレワークやフレックスタイム勤務などを活用し、
治療と就労のどちらかを選ぶのではなく、どちらも継続していくことを実現するための支援が積
極的に提唱されている（一般社団法人日本テレワーク協会、2016）。健康と病の境界も緩やかなも
のと捉え、個々の状態に適した柔軟な働き方、過ごし方の社会的な後押しが必要である。

したがって、多様な生活領域や人生役割について、物理的、心理的に切り分け、そのバランス
を考える WLB の発想だけではなく、これらを切り分けず、より統合的、重複的に捉える発想の
必要性も増していくのではないだろうか。

3．ワーク・ライフ・バランスからワーク・ライフ・インテグレーションへ
近年、注目されている概念として、WLB をさらに発展させた（「ワーク・ライフ・ インテグレー

ション（Work & Life Integration：W & LI）」がある。インテグレーションとは「統合」を意味す
る。2008 年に経済同友会が W & LI を「働き方と個人の生活を、柔軟にかつ高い次元で統合し、
相互を流動的に運営することによって相乗効果を発揮し、生産性や成長拡大を実現するとともに、
生活の質を上げ、充実感と幸福感を得ることを目指すもの」と定義している。ただし、W & LI は、
WLB の考え方を否定するものではなく、WLB の本来持っている相乗的でダイナミックなねらい
を表現するものとして提案されている。海外では、1990 年代終盤から学術論文において W & LI
の用語が登場し始め、2000 年代前半からさまざまな研究が展開されているが、わが国では、W & 
LI を用語として導入した研究はほとんどなされていない。

W & LI 研究では、「多様性（diversity）」や「柔軟性（flexibility）」が鍵概念としてあげられる。
個の多様性を尊重するためには、画一的な雇用体系や勤務形態、人事管理手法から脱却して、個々
のライフ ･ ステージや価値観の多様性に合わせ、柔軟な働き方を担保する組織や制度、それを利
用しやすい環境づくりが不可欠といえる（経済同友会、2008）。「場所」や「時間」に柔軟性や多
様性のある働き方の具体的制度としては、裁量労働制やフレックスタイム制、テレワークなどが
あげられる。裁量労働制（みなし労働時間制）は、労働時間が労働者の裁量にゆだねられる制度
であり、企業全体では 15.9%、従業員数が 1,000 人以上の企業では 25.9% で採用されている（厚生
労働省、2018）。フレックスタイム制は、労働者が出退勤時間を調整して働くことができる制度で
あり、その採用率は企業全体の 5.6%、従業員数が 1,000 人以上の企業の 24.4% である（厚生労働省、
2018）。また、テレワークは、ICT（情報通信技術）を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な
働き方のことであり、企業における導入率は、13.9% となっている。さらに勤務を行う場所による
分類ごとの導入率は、在宅勤務が 29.9%、外出先で業務を行うモバイルワークが 56.4%、本来の勤
務先以外のオフィスで行うサテライトオフィス勤務が 12.1% である（総務省、2018）。いずれの制
度においても採用、導入する企業の割合は緩やかな増加傾向にある。

中でも、ICT（Information and Communication Technology；情報通信技術）の活用は、複数の
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生活領域や人生役割を効果的に統合させる手段であると考えられており（e.g., Valcour & Hunter, 
2005）、時間と場所の柔軟性が高いテレワークへの関心は高まっている。わが国の企業におけるテ
レワーク導入目的に関する調査結果（国土交通省都市局、2018）では、「勤務者の移動時間の短縮

（43.9% → 54.1%）」「労働生産性の向上（60.2% → 50.1%）」「勤務者にゆとりと健康的な生活の実現
（9.3% → 23.7%）」（数値は、2016 年と 2017 年の比較）が上位にあげられており、企業が働き方改
革に取り組む中で、従業員の働きやすさに意識を向けつつあることがうかがえる。実際のテレワー
カーを対象にした調査では、「自由に使える時間が増えた（47.1%）」「通勤時間・移動時間が減っ
た（46.5%）」「業務効率が上がった（46.3%）」という回答が上位にあがっているが、家庭生活に関
する項目とその回答割合は「家族を過ごす時間が増えた（24.3%）」「育児・子育て・介護の時間が
増えた（11.1%）」という結果であった。ただし、萩原・久米（2017）によれば、男女ともに、テレワー
カーはそれ以外の労働者と比べて、家事育児時間が長く、特に、男性については平均が 89.6 分と
そのほかの男性 53.9 分と比べて統計的に有意に長いことが報告されている。一方で、テレワーク
導入のマイナス効果としては、「仕事時間（残業時間）が増えた（34.7%）」「業務の効率が下がっ
た（28.2%）」などが上位にあげられている。エンジャパン株式会社（2018）によれば、テレワーカー
の 7 割以上が「今後もテレワークで働きたい」と回答するものの、1 割は「働きたくない」と回答し、
その理由に「仕事とプライベートを分けたい」「時間管理への不安」などをあげていた。

これらの動向から、企業による柔軟で多様な働き方を支援する制度の導入は進んでおり、ポジ
ティブな効果や変化も見られつつある。しかし、多くの取り組みは、いわば「時間」や「空間」
の柔軟性、多様性という外的な枠組みの整備に注力したものであるのが現状である。結果として、
テレワークにおける作業効率低下や労働時間の増加、仕事とプライベートの線引きの難しさといっ
た問題も生じており、実際に個人の心理的葛藤やストレスが解消されているかは明らかではない。
島津（2014）は、いつでもどこでも「仕事ができる」ようになったものの、裏を返せば、いつで
もどこでも「仕事をしなければいけなく」なったということでもあり、メンタルヘルス対策にお
いても「いかに働くか」に加え「いかに休むか」に注目した対策が重要であると述べている。W 
& LI の実現にむけて、柔軟で多様な働き方のシステムを効果的に循環させていくためには、企業
組織による制度の整備、改善だけでは十分とはいえない。それらと同時に、個人の心理的効用を
含めた働き方自体や他の生活領域における活動、役割、休養のあり方についても十分に関心をは
らい、社会的に支援していくことが必要であろう。個人の心理的な柔軟性を高め、多様な働き方
を効果的に活用していくためのアプローチも重要であると考えられる。

4．ワーク・ライフ・インテグレーションをめぐる研究の課題と展望
欧米ではすでに W & LI に関するさまざまな研究が展開し、議論されている（e.g., Major & 

Burke, 2013）。例えば、W & LI がもたらす利益は、役割間の移行に要する労力を減らし、柔軟性
を促進させることにある（Ashforth, Kreiner, & Fugate, 2000）。W & LI では、生活領域、役割間
の境界が薄いものであることによって、1 つの役割から他の役割へと容易に移行することができる
と考えられる。逆に、仕事にプライベートは持ち込まない、あるいは、家庭には仕事を持ち込ま
ないといったように生活領域を区別し、独立させることは、「分離（segmentation）」と呼ばれる。
分離は、境界間の移行や役割の切り替えに労力を要することになり、ワーク・ファミリー・コン
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フリクト（work family conflict: WFC; 仕事と家庭の間の役割葛藤）と正の関連性を示すことが示
されている（e.g., Kreiner, 2006；Rothbard, Phillips, & Dumas, 2005）。

しかし、必ずしも W & LI がポジティブ、分離がネガティブな結果をもたらすものではないこ
とも示唆されている。Houlfort & Bourdeau（2016）では、仕事より家庭生活を優先する分離型は
WFE へ負の、仕事から家庭へのコンフリクト（W-FC）へ正の影響を示した。しかし、家庭より
仕事を優先する分離型では、WFE に正の影響が認められた。さらに、W & LI 対処として、仕事
から私生活への統合的対処（例えば、「家に仕事を持ち込む」など）は、エンリッチメント（WFE
と FWE）を促進する一方、仕事から家庭（W-FC）、家庭から仕事（F-WC）という相互のコンフ
リクトにも正の影響を及ぼしていた。私生活から仕事への統合的対処（例えば、「仕事中に個人
的なコミュニケーション（E メールや電話など）に応答する」など）については、エンリッチメ
ントとコンフリクトに影響は見られなかった。Kossek, Lautsch, & Eaton（2006）も、W & LI は
F-WC の高さと関連し、分離はウェルビーイングの高さと関連することを示し、柔軟な働き方を
するテレワーカーにおいてより高い WFC が報告されていた。これらの結果から、W & LI は、仕
事と私生活の相互作用において、ポジティブな効果をもたらすものと予測はされるが、個人が W 
& LI 対処をいかに柔軟に用いているかや役割移行や生活領域の共有をいかに体験し、認識してい
るか、役割や領域の境界をどのようにコントロールしているかといった観点からの検証が重要で
あると推察される。

また、Sieber（1974）の増大仮説に基づき、ある領域や役割で得た資源を他の領域や役割にいか
に投資、転用できるか、という観点から W & LI について考えることも意義があるだろう。太田

（2006）は資源転用効果の観点から、独立性の高い役割を持つことが緩衝的資源拡張（例えば、「あ
る領域で落ち込むことがあっても、別の領域のために気楽に考えられるようになる」）と転用的資
源拡張（例えば、「ある領域で得た情報や発見が、別の領域で役に立つ」）の高さと関連し、それ
らがウェルビーイングの高さを導くことを示唆している。したがって、領域や役割を独立させる
分離的な立場であっても、異なる領域、役割で得たものを相互に転用したり、緩衝効果をもたら
す資源とすることは、個人内での心理的な領域・役割間の境界をうまく調整し、それぞれを資源
として有効活用していることを意味しているのではないだろうか。また、富田・西田・丹下・大塚・
安藤・下方（2019）は、仕事→家庭促進（例えば、「仕事の経験が、家庭での問題解決に役に立つ」「仕
事をしているおかげで、家族にとっても魅力的な存在になれる」）や家庭→仕事促進（例えば、「家
族と話すことが、仕事上の問題解決に役に立つ」「家族と話すことが、仕事上の問題解決に役に立
つ」）は、抑うつと負の相関を、生活満足度、自尊感情と正の相関を示すことを報告している。仕
事と家庭、相互で得たスキルや人的資源を領域横断的に活用することで、ポジティブな心理的効
果がもたらされると考えることができる。

以上の知見を踏まえると、役割や領域について、状況や立場に応じて独立的にも統合的にも捉
えることができ、柔軟な対処を取ることができるかが、実際的にはポジティブな心理的効果に影
響するのではないだろうか。自らの役割・領域境界についての心理的障壁をいかにコントロール
するか、という境界マネジメント（boundary management；Ashforth et al., 2000）の重要性も指摘
されている。

近年、わが国においても、W & LI の実現に向けた具体的な取り組みが始まっている。例えば、
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日本アイ・ビー・エム株式会社（2014）では、多様な労働時間制度や e - ワーク制度（部分的在宅
勤務制度）、ホームオフィス制度（全日的在宅勤務制度）やサテライトオフィスを利用といった「時
間と場所を選ばない働き方の推進」、上司ではなく部下自分自身で仕事をコントロールし、計画的
に休暇を取る「仕事と生活の高次元セルフコントロール」などの取り組みを導入している。また、
オリンパス株式会社（2018）は、育児・介護の両立支援施策の拡充として、「在宅勤務制度」や「労
働時間短縮制度」、配偶者の転勤や育児・介護などのやむを得ない理由で退職する従業員に、再入
社のための応募機会を提供する「リエントリー制度」、管理職に対して育児・介護に一時的に専念
しなければならない状況になった時に、希望すれば一時的に役職を離れることができる「役割フ
レックス制度」やその他多様な休暇制度などを取り入れている。これらは、生活領域や人生役割
の統合だけではなく、統合と分離との間にも柔軟性を持たせ、相互の移行を容易にする支援とい
えるだろう。

今後もこうした組織の制度、仕組みといった外的要因、すなわち「社会的要因」の整備や改革
が急がれる。同時に、それらを活用する労働者側の内的要因、すなわち個人の「心理的要因」に
も目を向けることが重要であろう。W & LI では、ワークとライフを流動的に運営することによっ
て、相乗効果が発揮され、生産性、成長拡大を実現することが目指されるが、最も重要なアウト
カムは、個人の生活の質や充実感、幸福感が向上することであり、それらは企業組織、さらに社
会全体の福利の増進につながるものである。したがって、外的枠組みを整えるたけではなく、そ
れらの多様な社会的支援を効果的に活用していけるよう、W & LI 対処やソーシャルネットワーク
の活用スキルなど、個人の持つ多様でポジティブな心理的要因を高めていく細やかな支援とそれ
らがもたらす効果の測定が重要であると考えられる。また、職種、業種によっては、裁量労働制
やテレワークなど柔軟な働き方の制度を導入することが困難であったり、適さない場合もあるだ
ろう。しかし、社会的要因の変革が容易ではない場合にも、個人が W & LI を意識した働き方、
生活の仕方を段階的に取り入れていくことが、ポジティブな心理的効用につながる可能性も考え
られる。人生 100 年時代において社会の情勢に飲み込まれることなく、自らのキャリアを主体的
にデザインしていくためにも、W & LI の促進とそれらに役立つ研究の展開が期待される。
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